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14:00 開会 
○折田 JICA事務局の折田でございます。本日もよろしくお願いいたします。 
 冒頭に、本会議におきましては逐語で議事録を取りますことから、ご発言の際は挙手をいただく

とともに、ご発言前にお名前をお願いできると幸いです。 
 では、本日も原嶋座長、どうぞよろしくお願いいたします。 
○原嶋座長 音声、入っていますでしょうか。原嶋でございます。 
○折田 聞こえています。 
○原嶋座長 ありがとうございます。 
 それでは、改めまして第10回JICA環境社会配慮ガイドライン改定に関する諮問委員会を開催しま

す。よろしくお願いします。 
 本日は、委員の皆様16名のうち1名、山谷委員はご欠席ですけれども、残りほかの皆様は全てご

参加で、角田委員と私が会議室からの参加、そのほかの委員の皆様はオンラインでのご参加という

ことです。よろしくお願いします。 
 あわせて、傍聴者として現在私のほうで把握しておりますのは4名の方がJICAの建物の別の部屋

で傍聴者としてご参加いただいております。よろしくお願い申し上げます。 
 それでは、既に資料はお配りしていると思いますけれども、お配りしております議事次第に従い

まして進めさせていただきます。 
 まず、最初は前回の振り返りということで事務局からよろしくお願いします。 
○古賀 事務局審査部の古賀でございます。 
 前回第9回の諮問委員会において、異議申立手続要綱については論点案を説明をさせていただき

ました。また、ガイドラインについては、改定文案の議論を中心にさせていただいています。本日

は、それを踏まえて、資料としてお配りしているのは、異議申立手続要綱の論点案については、前

回の議論を踏まえてアップデートしたものをお配りしております。また、あわせて今回異議申立手

続要綱の改定案をお配りしています。 
 また、ガイドライン関係のほうですが、前回の議論を踏まえてこちらもアップデートしたガイド

ライン改定文案と、ガイドライン改定に向けたJICA方針案、こちらもアップデートした箇所にマー

カーをつけて配付させていただいております。お手元で資料をご確認いただければと思います。 
○原嶋座長 今後の予定について。 
 それでは、ちょっと今後の大きな流れについて今わかっているところで教えてください。 
○古賀 今後の流れについて事務局からご説明いたします。 
 この後、ガイドラインの改定文案および異議申立手続要綱についてパブリックコメントの募集を

予定しております。募集の期間はおおむね1か月間を予定しております。募集の対象は、これまで

諮問委員会で議論いただきましたガイドラインの改定文案と異議申立手続要綱、この2点を予定し

ております。募集の方法はJICAのホームページでパブリックコメント募集を行い、郵送またはメー

ルでご意見を募集したいと考えております。また、その際の言語は、日本語と英語を予定しており

ますので、募集の対象のガイドラインと異議申立手続要綱、それぞれを日本語と英語で公開させて

いただき、ご意見の募集も日本語と英語での受付を予定います。 
 パブコメの概要につきましては、以上です。 
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○原嶋座長 どうもありがとうございました。 
 それでは、今後の大きな流れをご紹介いただきまして、そういったところにこれから進んでまい

りますけれども、とにかく第1として中身をしっかりと議論させていただきたいと思っております。 
 続きまして、第2番目の議題になりますけれども、異議申立手続要綱改定案の説明ということで、

これは事務局からまず今日の資料に基づいてご説明をいただいた後、意見交換をさせていただきた

いと存じます。 
 それでは、よろしくお願いします。折田さんですか、よろしくお願いします。 
○折田 改めまして、JICA事務局、折田です。よろしくお願いいたします。 
 本日は通し番号で35ページから始まっている横表を使いながらご説明させていただきたいと思い

ます。 
 こちらの資料ですが、これまでの方針案をほぼそのまま文言に落としたものでございます。3つ
に分けてご説明したいと考えています。解説やJICA方針案を読んでいただけば、そのままストレー

トに改定案の文言に反映されているということがおわかりいただけるものについてはごく簡単に。

それから、方針案の理解がしやすいように加筆や少し明示をした部分については青字で書いてござ

います。前回の委員もしくは傍聴席、座長から検討指示をいただいたようなところについては、き

ちっと修正した部分を緑字で示しております。本表の見方としては、1番左の縦のところが改定案

となっていまして、元文から改定した部分が赤字で示されています。 
 音声大丈夫でしょうか。 
○原嶋座長 音声、入っております。進めてください。 
○折田 進めます。では、まず第一項の「趣旨」でございます。基本的には記載の説明どおり、名

称、アクセスについてはすでに含まれている、現状でも十分にご指摘に応えているということで、

名称、アクセスについては改定の対象としていませんが、3-1の審査役の独立性に付随して出てき

た議論の中で、「事業担当部署から独立した理事長直轄の機関」という表現が、審査役の中立性に

ついて誤解を招くというお話があったことから、「理事長に直接報告を行う」という表現にしてい

ます。 
 次に、第2項の「目的」のところです。論点2-1のところは、現行の規定で救済措置へのアクセス

は維持していると考えています。 
左側、改定案の（2）のところは、大きく二つの点について赤字で加筆しています。最初のほうの、

「ガイドラインの不遵守を理由として生じた協力事業に関する・・・」云々という表現について、

この表現ですと、ガイドラインの不遵守を確認した後で対話の促進を行うように読めるのですが、

一方で、これまでご説明してきたとおりJICAの異議申立制度ではガイドラインの不遵守と対話の促

進を両方並行して行え、必ずしもガイドラインの不遵守が確定していない状態でも対話の促進を行

えるということを示すために、赤字で「または不遵守が疑われること」というのを足しています。 
 それから、「『相手国等』とは」に続く記載がございます。こちらはこれまでの方針案で取り上

げてきていないところなのですが、この定義がガイドラインのほうにも記載ありますので、併せて

わかりやすくなるように同様の記載を入れたところです。 
 第3項の「基本原則」にすすみます。こちらが先ほど申し上げた、審査役の独立性について誤幣

がないような表現にしているところです。（4）の「迅速性」につきましては、調査期間について
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倍に延ばすということでこれまでご説明しておりますので、そのとおりに記述しています。（5）
の「透明性」のところでは、申立人に対する報復の防止、これに適切に対応するように申立人の安

全というものを明示しています。 
 第4項の「異議申立審査役」ですが、こちらの（1）は「事業担当部署および環境社会配慮審査担

当部署」になっていたのを、事業担当部署については「1．趣旨」のところで「事業担当部署およ

び環境審査部署」の両方を含む表現として使うということを明示していますので、そのように文言

の調整を行っています。 
 （2）のところですが、これは。これまでの求めに応じてJICAとの雇用関係を一定程度規定する

ということ、また、知見についてできる限り「いずれかもしくは複数を有することが望ましい」と

し、より高い整合性を可能な限り求めるような表現になっています。 
 （4）のところ、これは任期途中で交代した場合にも原則3年間でお願いできるような形で、ご指

摘いただいたとおり調整したものを記載しています。 
 それから、（5）の担当制につきましては、審査役間で意見が分かれたときの調整の方法につい

て方針案どおりで表現、記載しています。 
 第5項の「審査役の権限と義務」のところです。こちらですが、（4）に「職務を行うにあたって、

必要に応じ外部の専門家を活用することができる」と記載しています。第15項の「事務局」のとこ

ろにも関連しますが、第10項、第15項両方で出てきますけれども、事務局のところに記載してあっ

た外部専門家を、審査役の権限として活用できることを明示する表現を記載しています。後からま

た出てきます。 
 （2）ですが、申立人の安全配慮に係る審査役の義務というものをしっかりと書きました。 
 第6項の「対象案件」のところです。こちらはガイドラインのほうの定義にあわせて記載してい

ます。 
 第7項の「申立人の要件」のところです。こちらの部分は、もともとの趣旨に合わせる形で、

JICAによるガイドラインの不遵守を基本的に目的としているという点について語弊がないように加

筆をしていること、また、申立およびそれに続く手続については代理人を通じて行うことができる

というのをより長いスパンでわかるように明示いたしました。 
 第8項の「異議申立の期間」にいきます。異議申立の期間につきましては、前回、プロジェクト

が終了してから1年が経過するまでに修正するということでご説明申し上げたところですが、モニ

タリング結果の確認を行う場合はどうなるのだというご質問をいただいたので、ここのところをわ

かりやすいよう記載を調整したところです。異議申立が可能な期間は、「案件が終了するまで」か

ら「プロジェクトが終了して1年が経過するまで」に修正するということで、変わりがありません。 
 すみません。もう1枚のほうの紙を提示していただけますか。配付資料から。 
 申しわけございません。委員の皆様に配付させていただいた改定案の後、さらに語弊がなくわか

りやすくするように、配布したもの「変更前」に対し「変更後」の案というものを今提示させてい

ただいてございます。こちらで対象スキームのところをガイドラインにあわせてよりわかりやすく

しています。変更後案では、「ガイドラインの対象とする案件」をよりわかりやすいように記載し

て、「プロジェクト終了後して1年が経過するまで異議申立を行うことができる」というのが前半、

後半につきましては、「ガイドライン上のモニタリング結果の確認を行う場合には、その期間にお
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いて、ガイドライン上のモニタリング結果の確認に係る規定不遵守を指摘する申立が可能である」

といの記載で、わかりやすく分けてございます。 
 それから、この（2）のところがフルで削除になっていますけれども、こちらはガイドラインの

表現にあわせて修正しています。 
 （3）のところも同様に表現をわかりやすいように、ガイドラインにあわせて修正しているとこ

ろです。 
 引き続きまして、第9項の「申立書の内容」のところです。こちらは、申立の記載言語につきま

して、より広げた形で対処方針のとおり記載しています。2）のところ、申立人の住所・連絡先に

ついてですが、対処方針案の守秘を強化するような形で、個人情報保護法なども言及しながら記載

ぶりを直しています。 
 少し飛んでいただきまして、5）のところです。相手国等との対話、こちらは対処方針のときに

もご説明申し上げましたが、相手国との対話の事実を求めるのではなくて、相手国との対話に向け

て努力したことについて、少なくとも記載を求める形となっています。これまでご説明しましたと

おり、ガイドラインのほうでも苦情処理メカニズムを拡充していることもございまして、そちらの

活用も含めてという趣旨で記載をしています。 
 相手国との対話に関する後半の赤字の部分について、相手国との対話に向けた努力を行えない事

情がある場合に、JICAの担当部署に対し、在外事務所を含みますが、そういった相談をする努力を

求めるとともに、JICAの事業担当部署のほうは、相談を受けたときにはきちっと情報の重要性を認

識して適切に対応するということを明示しています。相談を受けた側もしっかり対応するというこ

とを加筆しているところでございます。 
 それから、6）ですけれども、翻りましてJICAとの対話についてです。こちらも同様に対話の事

実を申立書に記載していくのではなくて、対話のために、対話に向けた努力を記載していただきた

いということであります。あと、記載の内容としまして、相当程度の蓋然性や将来発生すると考え

られる被害などについても、申立書に書いていただくことが可能になっているということです。後

半の部分では、広報部署のみならず在外事務所についても、事業担当部署との対話が迅速かつ適切

に行われるよう紹介するということを記載しています。事業担当部署は、また同様に申立人との対

話に向けた努力を行うことを追加して記載しているところでございます。 
 次、7）のところです。こちらは個別にご説明してまいりました、JICAのコンプライアンス審査

と紛争解決のための対話の促進、そのどちらにより重きを置いた調査を希望するかというのを記載

できるようにするということです。 
 9）、10）のところは、さはさりながら、できればこういった情報も記載していただきたいとい

うことです。 
 第10項、「異議申立手続のプロセス」についてです。（2）のところは、個人情報の守秘につい

て、より適切に守秘が為されるように「希望する場合には」というのを削除してございます。 
 （3）の予備調査の関連記載は、英語のでご指摘いただいた、申立人の誠意を疑っているかのよ

うな表現に聞こえるようなところや、語弊がある表現についての調整が続いています。 
 そのまま4）までいきますが、ここのところは方針案で明示的に記載はしておらず、論点として1
項目として設けてはいなかったんですが、意見公募に際して、「特段の事情」というのは何ですか
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というようなお話もいただいていましたので、より具体的な表現に修正したところでございます。

また、その場合の審査役の対応についても記載をしているところです。 
 （4）の1）手続開始決定について、こちらは通底して、二つの目的のどちらに重きが置けるかと

いうのを、手続開始決定のときに決めて通知することができるというのを記載しました。 
 そのまま5）のところまでいっていただきますと、こちらも青字のところ、方針案にこれまで明

示をしていなかったところですが、方針案に明示していないというか、論点のひとつとしてたてて

はいなかった部分ですが、申立が却下された際に公式に抗議できるプロセスを導入すべきという意

見に鑑みまして、申立却下に対する意見書もほかの意見書同様に公開対象であるということを情報

公開のスタンスとして明示させていただきました。 
 それから、そのままいって（5）の「ガイドライン遵守に係る事実の調査」の中の3）のところで

す。相手国等へのヒアリングのアレンジ方法については、前回いろいろとご意見を賜ったところで

す。こちらの部分は、この緑字のところが今回の修正案になっています。現行の手続要綱では、

「当初は事業担当部署を介してヒヤリングのアレンジを行う」というふうに定めていたわけですが、

審査役の独立性・中立性の制限が懸念されるということが改めて寄せられたことから、事業担当部

署を介してのアレンジを必須とはしないような形での記載ぶりにしています。 
 ただ、一方で前回もご説明申し上げたとおり、審査役がJICAを通さずにヒアリングを求めた場合

に相手国が応じない可能性等々も考えられますので、審査役の判断でJICAの関連部署にアレンジを

依頼することは可能とし、それを審査役の権限と義務のところに合わせた形で記載します。 
 続きまして、（7）の外部専門家の活用のところです。こちらは1度ご説明申し上げましたが、審

査役が必要に応じて活用することができること、それから、手続については最後の第15項の「事務

局」のところにも関連してきますが、契約に係る手続については、審査役の指示の下で、JICAが実

施するということをあわせて新たに記載してございます。 
 第11項、理事長への報告のところをご説明させていただければと思います。 
 （2）は、論点5-2というところで関連の議論があがっており、前回はこちらもご議論いただいた

ところです。審査役による業務停止勧告についてです。これまでご説明してきましたとおり、ほか

のドナー等を鑑みましても、審査役による事業の停止の権限がないというのは明確であるというこ

と、ここについては委員の皆様からも特段のご異論はなかったと理解しています。一方で、事業停

止の勧告については、現在の「当該案件の遵守状況の改善するため」という表記から、必ずしも事

業停止勧告の可能性を読み取ることができないのではないか、というようなご意見もいただいてい

ます。今回、審査役には事業停止の権限はない、という状況ではありながらも、方針案としてこの

緑の字の記載ですが、「環境社会配慮の確保が不可能で重大で望ましくない影響が見込まれると判

断した場合には、事業の停止を理事長に具申することもあり得る」としています。実際としてはで

きる、ということを書いております。しかし、現行の、当該案件の遵守状況の改善という表現では、

案件の継続が前提になっているようにも読めるので、そういう意味で、JICAの不遵守状況を改善と

いうような形で修正しています。 
 なお、EBRD以外のドナーは停止勧告についても記載していないという状況もありますので、今

回はこういった表現にさせていただければと考えています。 
 続きまして、（5）のところにいきます。申立人意見書の事業担当部署への移送、事業担当部署
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の対応についてですが、審査役の報告書が直ちに当事者に対して送付されるのみならず、ウェブサ

イトで公開されるということを明示してございます。また、当事者からの意見書のほうも速やかに

公開するという点、事業担当部署は、審査役から申立人の意見書を移送された場合に、「当該プロ

ジェクトのモニタリング結果の内容を含む実施監理に反映させる」ということで、対応について3
者が明確に動けるように記載をしています。 
 第12項、「事業担当部署からの意見」ですね。それらに対して事業担当部署がどのように対応す

るかということで、基本的には現行の規定を維持する形ではありますが、少し平仄を取ってわかり

やすい表現にしてございます。 
 第13項の「報告書および意見書に基づく対応」のところです。（2）ですけれども、この審査役

の報告内容について「今後のガイドライン遵守確保に向けた総合的・組織的な対応策等についての

助言を年次報告書に記載することができる」ということで、助言機能について強化していくような

ことが読み取れるような形で記載しています。 
 第14項の「情報公開」のところです。（5）ですが、こちらの部分は対処方針案で記載はしてい

なかったのですが、異議申立制度の周知を図るために、他の広報部署のみならずそのほかの関係部

署も手続の周知に努めるということを追記しています。 
 （6）につきましても、事業担当部署がさらに周知方法について、より取り組んでいくというこ

とを明示している状況です。 
 （7）、こちらについてはガイドラインにあわせた形で広げた表記となっております。 
 続きまして、第15項、「事務局」のところでございます。こちらにつきましても、前回いろいろ

とご議論いただいたところでございます。特に現地調査の調整というものを事務局が行うことにつ

いてご質問いただいたと理解しています。少し具体的な形で記載するということで、前回は事務局

の役割体制について方針案をご説明をさせていただいたところですが、逆に細かく書くことによっ

て疑義が発生するので、趣旨のところに立ち返って、審査役の判断の下、審査役がその職務を遂行

するうえで必要な補助という考え方に基づき、表現のほうをシンプルにして今回の改定案を作って

います。 
 また、事務局の続きですけれども、赤字がクロスアウトされているところは、何度か申し上げま

したとおり、外部の専門家について審査役の権限のところに一言追加という形で調整しています。 
 最後に第16項ですが、「見直しおよび経過規定」、こちらについて透明性に配慮したプロセスと

いうことを明示、それから、ガイドラインが適用される「プロジェクト案件」という、文言の調整

を行っています。 
 以上が本日の改定案について、具体的にこれまでの方針案を付したところのご説明となります。 
○原嶋座長 どうもありがとうございました。 
 ちょっとご説明のところでいくつかおさらいをさせていただきます。特に重要な点についてと、

あと若干資料に不備がありましたので、まずお手元の資料の7ページになりますけれども、あと、

新しいほう、新しいというか変更後の資料を事務局の投映のほうでお願いしたいんですけれども、

前回ご議論いただいたところで大きく4つご意見の重要な点がございました。 
 一つ目が申立期間のところでございまして、お手元の資料で7ページに8として異議申立期間とい

うことについて前回いくつかご意見をいただきました。それに基づきまして、文案として今画面に
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出ておりますけれども、実は変更後のほうを見ていただきたいと思います。変更後のほうですね。

あえて読み上げさせていただきますけれども、有償資金協力、無償資金協力、開発計画調査型技術

協力、技術協力プロジェクトおよびこれに類する事業や関連する調査のうち、ガイドラインの対象

となる案件については、カテゴリ分類結果の情報公開以降、プロジェクトが終了して1年が経過す

るまで異議申立を行うことができる、こういう形ですね。さらに、プロジェクト終了後、JICAがガ

イドライン上のモニタリング結果の確認を行う場合には、その期間においてガイドライン上のモニ

タリング結果の確認に係る規定不遵守を指摘する異議申立が可能である、前回のご意見を踏まえて

こういう形で改定してはいかがかと、そういう形でのお話を今いただいております。これが1点目。

ただ、この点については若干資料の不備がございますので、確認をしていただきたいというところ

です。 
 もう2点目が資料でいいますと、15ページの担当部署の関与についてです。これは前回担当部署

が当初関与する範囲についてのご説明がありましたので、15ページの上のほうですね。ここですね。

14ページからかかっておりますけれども、相手国に対してヒアリングを行う場合には、関係部署が

ヒアリングのアレンジを行うという形での文案の修正をご提案いただいております。これが2点目

です。 
 3点目がこれは前回、鈴木委員、村山委員からもご指摘のあった事業停止に関わる提言について

の取り扱いでございます。これは16ページになりますかね。一応解釈上は、審査役が事業停止を行

い、事業停止を申し出て、それが直ちに事業停止の効果を生じるということは多分ローン契約とか

グラント契約の関係上、現実には難しいといいますか、実現がなかなか難しい点がございますけれ

ども、しかし、従って審査役がダイレクトに事業停止の効果をもたらす意思表示をすることはでき

ない。しかしながら、全体の状況から見て改善のためには事業停止がやむを得ないという状況にお

いては、事業停止するということを理事長ないしJICAに対して具申するということは可能だと、そ

ういう解釈を明示していただいたうえで、今画面にありますけれども、JICAの不遵守状況を改善す

るために必要かつ可能と思われる方策を理事長に具申することができる、こういう形で解釈の明確

化とともに表現の若干の変更をすると、こういう点でございます。 
 もう一つは、先ほど事務局の扱いとして21ページに事務局の役割について修正をいただいたと。

全体として、まず今まで議論させていただいた方針を文章に落とし込むということとともに、今の

4点は特にご確認をいただきたい点でございます。 
 1点目については、申立期間については若干資料に不備がございますので、もう1度画面をお願い

していいですか。今画面に出ております変更後というのが、今現在では改定の文章としての議論の

一応到達点、現在の到達点ということでございます。 
 以上をもちまして、ちょっとご説明が若干行ったり来たりで恐縮でございますけれども、前回い

ただいた4つの点を含めて対応させていただいております。今までのご説明を含めて順次ご発言、

ご意見を頂戴したいと思っておりますので、よろしくお願い申し上げます。 
 それでは、折田さん、聞こえますか。 
○折田 聞こえております。 
○原嶋座長 今までのところで何か補足ございますか。 
○折田 資料の不備等申し分けございません。ありがとうございます。 
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○原嶋座長 それでは、委員の皆様、今までご説明のあったところ、とりわけ改定の文案としてど

ういう形で落とし込まれているか、反映されているかということですね。こういったところを含め

てご意見を順次頂戴いたしますので、ご発言を希望される委員はサインを送ってください。 
 鈴木委員、聞こえますか。よろしくお願いします。 
○鈴木委員 鈴木でございます。いくつかコメントも含めて意見を言わせていただきたいと思いま

す。 
 順番にいくと、一つ目が6ページの申立人の要件というところで、当該国の二人以上の住民によ

り為されることが必要であるという規定があります。これは前回質問させてもらって、世銀もADB
もそういう書き方になっているというようなお話をいただいたと思うんです。基本的に何人もの人

たちがやっぱり必要だと考えることが望ましいという意味で、一般論としては二人以上というのは

理解できるんですけれども、例えば影響を受ける人が一人しかいないけれども非常に深刻な影響を

受けるといったときに、その人は申立ができないんだろうかと疑問があります。そこのところはよ

くご説明をいただけなかったような気がして、原則として二人以上と例えば言うのであれば理解で

きるんですけれども、一人しかいない場合もあり得ると思うんですね。例えばある特定の地区で一

人しか関わっている人がいないようなケースというものがあった場合に、その人は異議申立ができ

ないのでしょうか。できないというのはちょっと疑問があると思うので、そこは原則としてとかそ

ういったものが必要じゃないだろうかと思いました。その点について見解をいただけたらと思いま

す。 
 次が7ページの、座長からもお話があった異議申立の期間のモニタリングとの関係なんですけれ

ども、モニタリングに関しての話というのは、モニタリング結果の確認に係る環境規定不遵守を指

摘する異議申立が可能であるという書き方になっていて、アセスメント書等でモニタリングをこう

いうふうに行いますよといったモニタリングのやり方が不適切であるといった場合には、それに対

して異議申立が可能である、そういう意味かなと私は解釈したんですが、それでよろしいだろうか

ということです。 
 なぜそれを聞いたかというと、モニタリングの結果としてアセスメントの結果と明らかに異なる

ような結果というのが出てきたときに、それを根拠として異議申立をすることができないのか、ち

ょっとその点がうまく理解できなかったんです。モニタリングは今まで何回かどれだけの期間モニ

タリングをするんですかという質問をさせていただいて、原則2年程度というようなお話だったか

と思います。2年間のモニタリングをやっている中で、実は不具合が生じてきて、アセスメントの

予測結果と違うといった結果が出てきたときに、それを根拠にして異議申立をすることができない

というのはちょっとどうなのかなと思ったので、この点についても見解を教えていただければと思

います。 
 それから、その次は9ページのところで、JICAの担当部署の関与ですけれども、これは努力義務

ということになったということで、私はこのように規定を修正してもらってありがたいな、これで

結構じゃないだろうかなというふうに思っております。 
 それから、その次が14ページから15ページにかけてのところですけれども、ここも前回私どもの

意見を受け入れていただいて、審査役がJICAの関連部署にヒアリングのアレンジを依頼することが

できるとなりました。「できる規定」になったということで、これは大変結構な修正ではないかと
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思い、それで結構じゃないかと思います。 
 それから、その次が16ページから17ページにかけてですけれども、これも先ほど座長からもお話

がありましたが、不遵守を改善するために必要かつ可能と思われる方策を理事長に具申することが

できる、表現として私はこれで結構だろうと思います。ただ、ここの右のほうに書かれているよう

な話というのは、これはFAQか何かで記載をされるんだろうか、その点よくわからなかったので、

確認をさせていただければありがたいなと思います。 
 私からは以上です。ありがとうございました。 
○原嶋座長 どうもありがとうございました。 
 ほかの委員の皆様ございますでしょうか。村山委員からもいくつかご指摘いただいております。

村山委員、聞こえますか。 
 ほかございますでしょうか。 
○村山委員 すみません。ありがとうございます。軽微なものも含めて4点ほどあります。 
 一つは横表の5ページ、ここはあくまで表現上の問題で、異議申立審査役の（5）で先ほど折田さ

んからもご説明いただいたのですが、審査役間で話し合って決定するとなっています。「話し合っ

て」というのは少し口語的なイメージがあって、例えば何か協議の上というような表現のほうが要

綱としてはふさわしいのかなと思います。これは表現上の問題です。 
 二つ目が横表の14ページですね。手続プロセスの（5）で先ほどご説明いただいたとおり意見書

についてはウェブサイトで公開するとなっています。これについては基本的には方向として良いと

思うのですが、申立人の意見書が公開されるということに少し個人情報の取り扱いについて注意し

なくていいかなというのが気になりました。なので、例えば個人情報の取り扱いに配慮したうえで

とか、何かそのような表現を加えておいたほうがいいのかなということですね。これが二つ目です。 
 それから、3つ目が16ページで理事長への報告の件で、（2）のこの表現でいいとは思うのですが、

前から気になっているのは、「改善のために必要かつ可能と思われる」という形になっていて、必

要というのはわかるのですが、可能と思われるという実現可能性についてここで求められるという

ことに少し引っかかっています。例えば必要なことについて具申をする、そのうえでJICAとしてそ

れを受け取ってどういったことが可能かということを判断していただくのはあり得ると思うのです

けれども、審査役のほうで実現可能性まで検討できるかどうかというのが少し引っかかっていて、

この点についてもしご検討いただけるのであればお願いをしたいというのが3つ目です。 
 それから、最後4つ目が20ページですね。（6）でこれについて新たに加わった点だと思うのです

けれども、基本的な趣旨はこれで結構だと思うんですが、「事業担当部署は」の後ですね、環境社

会への重大で望ましくない影響のある可能性を持つようなプロジェクトを実施する場合にはと、こ

の文言が入っています。これはこういう条件をつけているということだと思うのですが、情報公開

という意味では、こういった可能性があるかどうかは別にして周知はすべきだと思うんですね。そ

ういう意味では、この「場合には」という言葉はなくてもいいのではないか。広く周知をしていた

だくということが大事なような気がするので、ここの文言を削除することについてご検討いただけ

ないかということが4つ目になります。 
 以上、4点申し上げました。 
○原嶋座長 どうもありがとうございました。 
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 それでは、傍聴席にご参加の傍聴者の皆様も含めて。 
 黒木委員、聞こえますか。お願いします。 
○黒木委員 オリエンタルコンサルタンツグローバルの黒木です。 
 単純に言葉の確認なんですけれども、異議申立期間のところでプロジェクトの終了期間というよ

うな、プロジェクトの終了という言葉があったかと思うんですけれども、具体的にいろんな側面つ

まり、調査の終了からDD（詳細設計）、CS（施工監理）、その後の環境モニタリングとかなりの

期間もあるため、プロジェクト期間の定義について教えていただけると幸いです。 
○原嶋座長 ありがとうございます。重要なご指摘をありがとうございます。 
 ほか、傍聴者としてご参加の皆様も含めて、もしこの機会でご発言希望がありましたら承ります

けれども。 
 傍聴室、どなたかいらっしゃいますか。傍聴室、お願いします。 
○波多江氏 ありがとうございます。FoE Japan、波多江です。 
○原嶋座長 ちょっともう1度、すみません。ゆっくりお願いします。 
○波多江氏 通し番号でいくと49ページ、通し番号でないと15ページの（7）の外部専門家の活用

のところで、改定案の内容についてはこの形なのかなと思ったんですが、JICA方針案のほうに前回

も少し議論させていただいた審査役の安全な調査の効率性を確保するためにJICAの関係者が同行せ

ざるを得ない場合は事前に申立人に説明するところが書いてあるんですけれども、JICA方針のほう

の内容は、例えばFAQなどでまた明示されるものなんでしょうか。もしそうであれば、もう少しこ

のあたりの文言というか内容を議論させていただきたいと思いましたので、お伺いさせていただき

ます。 
 また、その一つ前の事前に申立人の意向を踏まえて通訳ですとかファシリテーターを調整すると

いうのは非常に重要な部分ですので、逆にこれは改定案のほうにはもちろん明示は今されていない

んですけれども、ここもFAQに書かれるのか、そういったところを少しクリアにしていただけると

ありがたいです。よろしくお願いいたします。 
○原嶋座長 よろしいでしょうか。どうもありがとうございました。 
 それでは、ほかございますでしょうか。一旦承りまして、少しまとめてレスポンスさせていただ

きますけれども。 
 特になければ、ここで一旦換気のための休憩を取らさせていただきまして、鈴木委員、村山委員、

黒木委員、そして、波多江様からいただいておりますので、まとめて対応をご説明させていただき

ますので、よろしいでしょうかね。 
 特になければ、ここで10分ですから、15時5分再開ということを目途に休憩させていただきます。

よろしくお願いします。 
 それでは、15時5分まで休憩です。 

14:54 休憩 
15:07 再開 

○原嶋座長 それでは、時間になりましたので、再開をさせていただきます。 
 先ほど鈴木委員からは大きく二つ、あといくつかコメントございましたけれども、あと、村山委

員から4つ、黒木委員から一つ、あと、波多江様からいただいておりますので、事務局のほうから
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レスポンスを順次お願いしたいと思います。よろしくお願いします。 
○折田 ありがとうございます。 
 まず、鈴木委員のほうからいただいたご意見について、考えを述べさせていただきます。申立人

の要件で、二人以上となっているところで、一人でも深刻であるとき等を考えたときに、申立がで

きる形であるべきではないかというお話です。 
これまで数次にわたってご説明、ご議論させていただいてきたように、今回の改定はそんなに大

幅なものではないですが、まさに鈴木委員がこれまで何度もおっしゃってくださったように、異議

申立に至るまでのところのプロセスをできる限り丁寧に確保するというコンセプトでもって、いろ

いろなところを作り込んできています。そういう意味では、異議申立に至る前での丁寧な関係部署

との対話や相手国との対話など、そういうのを考えたときに、今の二人以上のままにできないかな

というのは考えてございます。本当に深刻な状況であったときに、それらの対話をそれぞれ行えば、

恐らく一人であってもきちっとした対話のトラックに乗っていくことが望めるでしょうし、また、

ほかの人と一緒に二人となって申立したりなど、いろいろなことが可能になるのではないかと思い

ます。 
 それから、2点目ですが、モニタリングとの関係のところについて、すみません、2点目は審査部

のほうから回答しますので、1回飛ばさせていただきます。 
 3点目と4点目につきましては、鈴木委員のほうからご了解というか、いいんじゃないかというコ

メントをいただきまして、どうもありがとうございます。 
 それから、5点目のところなんですが、FAQでこの考え方を書くかというお話について、ご承知

のとおり16項目のみの異議申立要綱ですし、これまでFAQという形で別書類というものを設定して

きていないと。一方で、ここ諮問委員会の議論と、それぞれの文言が意味するところ、もしくは私

たちが意図するところというのは、本日使用した資料も議論も含めて全て記録に残って公開されて

いきますので、それをもって齟齬が発生しないような形で今後においても運用していけるのではな

いかと考えています。 
 また、村山委員のほうからいただきました、ちょっと第4項のところの「話し合って」が口語的

ではないかという点につきましては、ご指摘のとおり、協議のうえ等もう少し適切な文言に調整を

したいと考えています。 
 村山委員の2点目、14ページの手続の（5）のところですが、個人情報に配慮したうえでというこ

とをおっしゃっていただいていますけれども、第14項ですかね、情報公開につきましては、第14項
のところにまとめて記載してございます。ここの第14項の3）、19ページにあたりますが、ここの

ところにしっかり配慮されることが読めるのではないかと思います。不開示とすべき事項の有無に

ついて確認したうえでということですので、このところで読めると考えますが、これだと必ずしも

十分ではないとお考えかというのが今こちらで考えていたところです。 
 それから、村山委員からいただいていた3点目のところですが、理事長報告のところで「必要か

つ可能」の「可能」は落としてもいかがかというお話をいただきましたが、やはり審査役の言葉は

大変重いものです。調査を行って大変なプロセスを経て審査役というお立場の方からいただく言葉

というのは重いので、そういう意味では、本当に可能かどうかというのは別として、やはり審査役

のご理解の範囲の中では可能であろうと思うところをいただくというのが必要ではないかと。言葉
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を選ばずに申し上げれば、何でもかんでも、JICAにとって可能でも可能でなくても、とにかく記載

いただくというよりは、吟味した形でご意見を賜れればというふうに考えています。 
 20ページのところですが、異議申立の周知のところ、こちらの、「事業担当部署は、環境や社会

への重大で望ましくない影響のある可能性を持つようなプロジェクトを実施する場合には」という

ところ、これは要らないのではないかとおっしゃっていただいていますが。意図するところは、や

はり重大な案件というのは周知をやらなくてはいけない、特にカテゴリAのところはしっかりとカ

バーして、そのほかについても必要な部分についてはカバーして、ということを考えていますので、

このままの記載で、一定程度、「努力」として前に進んでいけないかなと思っているところではあ

ります。 
 最後のところ、傍聴席のほうから外部専門家のこととかいくつかのコメントをいただきましたが、

同様に本日ご指摘いただいた議論については公開していく、残っていくというところですので、

FAQには落とさないような形、そういったものは作成しないということで対応しつつも、認識の共

有を図っていけないだろうかと考えているところでございます。 
 以上です。 
 審査部のほうからご説明と、それから、フロアのほうから補足情報があるかもしれませんので、

お願いします。 
○小島 審査部の小島でございます。 
 鈴木委員からいただいた二つ目のご質問ですね。主にモニタリング期間中の異議申立はどうなの

かというお話だと承知しました。いろいろな話をするとややこしくなるので、仮にものを作るプロ

ジェクトの場合を想定すると、資金協力の中でものを作って、その間については、建設期間中にお

いては、当然ながらモニタリングの対象期間になります。そこから供用開始というのが多くのもの

を作るプロジェクトで、プロジェクト終了ということになると思います。 
 その後もモニタリングは続きます。モニタリングは多くの案件で2年後もしくは3年後に行う事後

評価まで続けられることになります。なので、プロジェクトの建設作業は終わっているけれども、

モニタリング期間は続いているというような期間が1年から2年ほど生じることになります。その間

において既に供用開始されて、だけれども、例えば大気汚染がひどいというようなことについてモ

ニタリングがされているのにJICAが十分な対応をしてこなかったということで、モニタリングに係

る異議申立をしていただくことは可能です。 
 ただ、その場合であっても、もう異議申立を問うのはJICAに対して問うものであるので、供用開

始後においてはJICAの関与は少ないということになりますので、相手国政府にきちんと大気汚染の

基準を守るというようなことをJICAから相手国政府なりに申し入れるということができることにな

るのかなというふうに思います。今回の改定によって、本体建設事業の異議申立の期間はプロジェ

クトが終了してから1年が経過するというところまでなので、そこの期間は長くなりますが、今ご

説明したような形になります。 
 もう一つ、黒木委員からいただいた終了の定義についてでございます。 
 これも事業によっていろいろ定義されているところはあるんですが、先ほど申し上げたように、

ものを作る案件においては供用開始というのが一つプロジェクトの終了の定義になります。技術協

力においては、専門家を派遣してプロジェクトに協力するということになりますので、そこも事前
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に期間を決めて、その期間、何年の何月何日までというのが終了したら、それをもってプロジェク

ト終了ということになります。当然ながら途中段階でいろんな事情の変更によってプロジェクト終

了の時期が変わったりすることはあります。 
 以上です。 
○原嶋座長 どうもありがとうございました。ちょっといくつか私のほうから補足で、今のモニタ

リングの件ですけれども、一つは鈴木委員からの大きな問題としてアセスの結果とモニタリングを

した結果に齟齬が出た場合をどうするかということと、あと、黒木委員からのご質問の中では、ど

ちらかというとハードものはわかりやすいんでしょうけれども、いわゆる調査などではプロジェク

トの終了という時点の捉え方についてどう扱うのか、そのあたりいろんな多様な形態があると思う

んですけれども、いわゆるハードウェアではないものについてはどういう感じなんですか。その2
点、ちょっともう1度確認でお願いしていいですか。 
○小島 まず、黒木委員からご質問のあった中で、主に技術協力あるいは調査で行うもののプロジ

ェクトの終了の定義をどう行うかというところなんですが、私たち開発調査を行うに当たっても、

技術協力プロジェクトを行うに当たっても、プロジェクトの開始の時期と終了時期は必ず決めて行

います。それと専門家の帰任時期というのは必ずしも一致しないんですけれども、きちんと決めて、

そこまでを協力期間というような形にして技術協力なり調査を進めるということになっています。 
○原嶋座長 あと、鈴木委員からの環境アセスメントの結果とモニタリングの結果が簡単に言うと

齟齬が、結果が違ったと。それというのは異議申立の対象になるのか、もしそれを不遵守と捉える

かどうか、その辺の解釈は難しいんでしょうけれども、そういったことが出た場合にはどういう対

応が考えられるのかというのを今わかる範囲で。 
○小島 例えば建設期間中に建設機材などによってもくもく煙が出ているというような状況で、そ

れが環境基準を上回っている、あるいはアセスで想定された基準を上回っているというのは、当然

ながらプロジェクトの異議申立の対象になり得ると考えます。 
 モニタリングに対する異議申立は何かというと、JICAがきちんとその結果を踏まえて対応してい

るかどうかというところがポイントになるのかなというところです。例えば私たち多くのプロジェ

クトにおいては半年に1度モニタリングレポートを受ける、受領することになるんですが、そこの

結果において、そのモニタリングレポートに環境基準を超えていることが明示されていて、かつそ

れに対して何もしていない状況を放置しているというのは、これはJICAとしてモニタリングの義務

を果たしていないということになりますので、異議申立の対象になり得るものではないかなと思い

ます。 
○原嶋座長 どうもありがとうございました。 
 それでは、今いくつかレスポンスいただきましたけれども、鈴木委員、聞こえますでしょうか。 
○鈴木委員 聞こえます。 
○原嶋座長 一応そういう形での対応が想定されているということでありますけれども、内容的に

ついて受け入れ可能かといいますか、許容できる範囲かどうかということについてのご反応を頂戴

したいと思っておりますけれども。 
○鈴木委員 まず、モニタリングについて言えば、ご説明の趣旨は理解しました。とりあえず書け

ることはそんな感じかなと思います。モニタリングの項目とかそういった事後のモニタリングの方
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法について、アセス書で書いてあることが守られていないということであればちょっと問題かなと

思ったんですが、結果についてやっぱりそれがアセス書と違った結果が出ている場合には不遵守の

申請ができるということであれば、それでいいのかなというふうに思います。 
 ただ、この表現だけで十分理解できるかどうかよくわからなくて、もう少し丁寧に解説してほし

いと思うんですが、FAQがないということになると、どこでどうやってもうちょっとしっかりわか

るように解説してもらえるのかなというのはちょっと疑問のあるところです。そこは何らかの工夫

というものをしてもらえるとありがたいなと思いました。 
 それから、もう一つ、前のページになりますけれども、二人以上の住民により為されることが必

要であるという先ほどのご説明は、事前にいろいろ相談するから何とかなるでしょうという説明と

理解しました。そういうのは何かあまりロジカルな説明のようには聞こえなかったんですけれども、

やっぱり一人だけ、例えば1軒だけ家があって、そこの人だけがすごく影響を受けるとかという話

のときに、それは無視していいんだという話はなかなか世の中に通らないんじゃないかと思います。

原則として二人以上というのは、二人だか5人だかというのは判断の問題でしょうけれども、あっ

ていいのかと思うんですけれども、やっぱりそういう特殊ケースについて一切配慮がなくていいん

だというのはどうかなと思うんですけれども、その点について先ほどのご説明ではちょっと納得が

できませんでした。 
 以上です。 
○原嶋座長 どうもありがとうございました。 
 村山委員、聞こえますか。 
 4点頂戴しておりますけれども、1点目は多少文章の表現について変えることの可能性ということ

ですけれども、個人情報については第14項で包括的な規定があるということですね。あと、3番目

の可能ということについては、これはあくまでも審査役が可能ということを判断するということに

なろうかと思いますので、こういったことは審査役の側で可能な判断をしたうえでの提案といいま

すか、ご提言をいただくということで、現状のままではいかがかということです。あと、最後の点

についても一応そういう条件を書くということを残しておいてはいかがかというご説明でしたけれ

ども、いかがでございましょうか。 
○村山委員 ありがとうございます。 
 3点目の理事長への報告については、ご説明の内容は理解をしておりますが、事業の停止も具申

は可能ということを考えると、この必要かつ可能と思われる方策という中に事業の停止が入るのか

どうかというのは、まだ疑問が残るところはありますが、ご趣旨はわかりましたので、理解をする

というところにとどめたいと思います。 
 それから、4点目の情報公開の点ですが、先ほどのご説明だと、カテゴリとの関係があるという

お話があったのですけれども、もしそうであれば、もう少しカテゴリのことを明示されたほうがよ

いように思いました。 
 それから、異議申立はやはり事業実施側が想定していないことが出てくる可能性があって、そう

いうことを考えると、必ずしも事業実施側が想定した重大な影響だけではない気がします。ですか

ら、そういう意味では、私はこの点についてはやはり条件をつけない形で示したほうがいいのかな

と考えています。 
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 以上です。 
○原嶋座長 ありがとうございます。 
 先ほどのちょっと可能というところですけれども、これはあくまでもJICAが可能と考えるわけで

はなくて、審査役が可能と判断するというところが重要でありまして、あと、事業停止の効果につ

いては先ほど説明もありましたけれども、審査役がそういう意思表示をすることによってダイレク

トに国際契約がキャンセルされるという事態は、なかなか現実的には構成しにくいということがあ

りますので、それとは若干性質が異なる点だろうと思うんですね。 
 あとは、仮に深刻な影響があって事業停止ということを提言せざるを得ない状況にあった場合、

それを受け止めたJICAの側が法律的に、あるいは国際契約のうえでどういう対処をするかというこ

とはいろいろな選択肢があろうかと思いますけれども、必要でかつそういうことが不可能というこ

とではないということでありますので、あくまでも審査役の側の主観といいますか、判断というと

ころでご理解をいただければというふうに考えております。 
 黒木委員、今のご説明、審査部からのご説明がありましたけれども、黒木委員、聞こえますか。 
○黒木委員 プロジェクト終了というか、この対象期間のところがよく考えてみるとよくわからな

いところがあって、調査期間であれば我々コンサルタントがJICAさんと契約した期間というのが調

査の期間に当たるのかなと思いますけれども、プロジェクトとしては、その後コントラクターの調

達期間、コンサルタントの調達期間、それでDDCsというところまでがプロジェクト終了と考えた

場合、工事中までが、調査期間からDD－CSに入る期間も含めて一貫してプロジェクト期間として

捉えていいのかという確認と、もしそうであれば10年スパンでそれが発生することになると思うの

で、そこまでJICAさんのほうで対応しきれる期間なのかなというところがちょっと疑問としてあり

ました。 
 以上です。 
○小島 協力準備調査と事業本体は分けて考えてもいいのかなというふうに承知しておりますので、

一貫して協力準備調査からそれによって形成されて資金協力の事業本体までを一つのプロジェクト

と見るという必要はないのかなというふうに考えています。 
 以上です。 
○原嶋座長 折田さん、聞こえますか。 
○折田 聞こえます。 
○原嶋座長 今、冒頭の鈴木委員から再度ご指摘がありましたけれども、申立人の要件として2名
以上ということですね、これについてはほかの類似機関といいますか、国際金融機関と足並みをそ

ろえるというところと、濫訴といいますか、みだりに申立制度を利用するということの回避という

ことだということでしょうか。この二つでしょうか。ほかにもうちょっともし補足がありましたら、

ご説明をお願いしたいと思いますけれども。 
○折田 今頂戴した鈴木委員のご指摘のみならず3点ほどコメントさせていただいてもよろしいで

しょうか、原嶋座長。 
○原嶋座長 お願いします。 
○折田 1点目ですけれども、原嶋座長おっしゃった2つの考え方に加えて、先ほど申し上げなかっ

たのですが、やはりJICAの中で本件を議論するに当たって、客観性の確保というのが極めて重要で
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はないかということを常々考えてきています。このガイドライン自体、ご承知のとおり濫用の防止

のために、審査役のほうでいろいろな確認等を行ったりもするわけですが、一定程度の行政コスト

等も考えたとき、適切に申立が行われなくてはいけない。何らかの重大な問題を被り得る方をこの

制度でもって適切に対応するということと同時に、一方で客観性を確保するという、両方のバラン

スを取ることはとても重要だと思っているので、そういう意味ですと、やはり二人というところを、

基本的には重要視したいということを考えています。 
 それから、2点目のところは原嶋座長のほうからも補足いただきまして、ありがとうございます。

村山先生からも考え方としては理解するということで、審査役が考える「可能」であるということ、

ありがとうございます。 
 3点目ですけれども、3点目の部分のカテゴリAの話などもちょっとさっき申し上げましたが、お

っしゃるとおり、そこのところを逆にそういった細かい記載の仕方でもって担保していくというよ

りは、基本的にやはりあらゆる案件について努力をしていくということで、村山先生が当初おっし

ゃった前半の「環境社会への重大で望ましくない影響のある可能性を持つようなプロジェクトを実

施する場合には」という文言を削除することで対応したいと思いますが、いかがでございましょう

か。 
 以上です。 
○原嶋座長 ありがとうございました。それでは、今の点、ページで言うと20ページのところです

ね。村山委員からのご提案がありましたけれども、環境社会への重大で云々場合にはというところ

については、やはり村山委員のご提案を尊重させていただくということかというふうに承りました。 
 鈴木委員、聞こえますか。 
○鈴木委員 聞こえます。 
○原嶋座長 申立に一人、これは確かにご指摘のとおり、事業によって唯一影響を受ける場合とい

う、なかなか現実には少ないような感じもいたしますけれども、起こり得ないわけではないとは思

うんです。けれども、やはりそれ以外の条件を確保するうえでは、一人というのは少し弊害もある

のではないかということですけれども、いかがでございましょうか。 
○鈴木委員 二人であれば客観性があって、一人であれば客観性がないというのは、私は合理的な

説明ではないと思っています。私はこの意見を変えるつもりがないので、必要があればパブリック

コメントで意見を出させていただきます。 
○原嶋座長 ありがとうございました。 
 それでは、傍聴室の波多江様、聞こえますか。 
○波多江氏 聞こえております。 
○原嶋座長 異議申立の要綱についてはFAQという形では想定していませんけれども、いろいろご

意見いただいたものを今文章という形でまとめて、これを一つのエビデンスとして残して今後の解

釈において役立てていくということでございます。今レスポンスがありましたけれども、ご反応に

ついて教えていただければ幸いですけれども。 
○波多江氏 ありがとうございます。 
 FAQには残らないということで、前回の議論、そして、今日の議事録が公開で残っていくのかと

思いますので、ちょっと繰り返しになってしまうかもしれませんけれども、私たちとしては事前に
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やはりモニタリングの意向を踏まえて調整するというところが非常に肝というかキーになってくる

ところであって、そこは非常に重要なので、ぜひ審査役がこれからオペレーションされる際には、

ここを外部専門家とともに留意していただきたいというふうに思っております。 
 片や審査役の安全ですとか調査の効率性を確保するためのJICAの関係者の同行というのは、私た

ちとしては少しやはり想定がしづらいというか、想定できないなと思っているところでして、例え

ば申立人の方たちの安全性を私たちが考えたと。審査役の安全性をと書いてあるわけですけれども、

申立人の方たちの安全性を考えたときに私たちが、すみません、私たちは例えばJBICさんの異議申

立のときに私たちは申立人の方と審査役の方の面談のアレンジをお手伝いさせていただいたときと

か、やはりどうやって政府関係者であるとか事業関係者の目が届かないとか、そういった視覚   

がないところで面談を設定するかということが申立人の方のセキュリティを確保するうえでは本当

に大事だったんです。 
 それを考えたら、例えば場所が政府関係者のものではないことであるとか、例えばミャンマーで

あればミャンマー国有系企業の建物ではないとか、いろいろ配慮する部分があります。それから、

例えばユニフォームを着ていない、制服組でない諜報機関の方たちがあまりうろちょろしていない

ようなところとか、いろいろ考えなければいけないわけなんですけれども、そういったことを考え

たときにやっぱりJICAの方の同行が必要とか、すみません、これは申立人の安全性を考えてのこと

ですけれども、審査役の安全性のことを考えても、あまりJICA関係者が同行する意味がどこにある

のかなというふうにちょっと思ったところです。 
 それから、治安関係で審査役の安全面というのを考えたときも、何かJICAの関係者がどういう方

を指しているのかわかりませんが、JICAの関係者が同行したからといって安全性が確保できるとい

うのはちょっと想定をしにくいので、例えば意見としては、ちょっとここのJICAさんの方針案とい

うか、ご意見というのはあまり納得がいかないということがあるということで意見をさせていただ

いています。ありがとうございます。 
○原嶋座長 どうも大変貴重なご意見をありがとうございました。 
 それでは、先ほど鈴木委員からもいろいろご意見についてはまたパブリックコメントでも頂戴で

きるということでございまして、一応差し支えない範囲で今日のところは先ほど村山委員からご指

摘のありました話し合いという言葉の何らかの形での置き換えと、あと、20ページのところの限定

条件の何々する場合、これを削除する、この点について今提案の改定文を本日の議論の結果として

直して、差し支えなければ、次の段階としては、これを広く公表させていただいてパブリックコメ

ントにかけて、さらにご意見をいただいたうえで、またその結果を踏まえて委員皆様のご意見を交

換させていただくというステップに進めさせていただきたいというふうに考えております。 
 ちょっと若干議論が十分煮詰まっていないところもあろうかと思いますけれども、いくつかの点

ですね、申立人の数の問題と外部専門家のところ、これは少し意見に差があるところでございます。

現在のところでの到達点としては、今お手元の改定案のうち先ほど村山委員からご指摘のあった2
点の見直しをもって、パブリックコメントにかける素案、素々案という形にさせていただきたいと

いうふうに考えておりますけれども、いかがでございましょうか。今までご発言のない委員の皆様

も含めまして、ご意見を頂戴したいと思いますけれども。 
 一応ステップとしては、1か月ほどのパブリックコメントがありまして、特に順調に進めば9月ぐ
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らいにまたお集まりいただいて、さらにご意見を交換させていただくということになろうかと思い

ます。 
 田辺委員、どうぞお願いします。 
○田辺委員 すみません。パブリックコメントの期間に関してです。 
○原嶋座長 田辺さん、ちょっと声が途切れました。もう1度お願いします。声が途切れています。

聞こえますか、田辺さん。田辺委員、聞こえますか。 
 ちょっと田辺委員、お待ちください。木口委員、聞こえますか。 
○木口委員 木口です。 
○原嶋座長 ちょっと順番、申しわけないです。田辺さんは今ちょっと通信状態があれなので、木

口委員、お願いします。 
○木口委員 恐らく田辺委員も同じことを発言されるのかと思ったんですが、前回のガイドライン

の改定でのパブリックコメントの期間なんですが、今1か月というお話だったんですが、もうちょ

っと長かったのではないかというところで、今回短くされた理由をご説明いただいて、できれば前

回と同じ長さを確保していただけないものかと考えております。 
 それから、特に海外での周知ですね。日本の場合はJANICさんとかネットワーク系のところとい

ろいろいつも周知をされていて、それなりに関心のある方々に届くかと思うんですが、海外の場合、

少し難しいかと思いますので、どのような周知方法を計画されているのか、もしもう既にご予定が

あれば教えていただきたいと思います。 
 以上です。 
○原嶋座長 ありがとうございます。 
 田辺委員、聞こえますか。 
○田辺委員 聞こえます。 
○原嶋座長 木口委員と重複しない範囲でお願いします。 
○田辺委員 すみません。木口委員と同じ質問だったので、大丈夫です。 
○原嶋座長 ありがとうございます。 
 それでは、パブリックコメントについては、実は異議申立だけではなくて、この後議論になりま

すガイドラインについても同じような手続を考えておりますので、今ご指摘の点については後ほど

まとめて事務局のほうからレスポンスをお願いするようにします。 
 それでは、差し支えなければ先ほど申し上げましたとおり2点微調整がございます。あるいはち

ょっと誤字脱字などはもう1度チェックしていただく必要があろうかと思いますけれども、一応今

お手元にあるものの若干のマイナーチェンジを加えたものをパブリックコメントに当てる素案とし

てご了解いただきたいと思いますので、よろしくお願い申し上げます。 
 それでは、続きまして、次の議題に移りたいと思いますので、ちょっと担当者などが変わります

ので、ちょっとお待ちください。 
 では、改めまして3番目の議題になりますけれども、環境社会配慮ガイドラインの改定案の説明

ということでございます。これまで議論させていただきました。前回、いくつか大きな点について

ご指摘をいただいておりました。とりわけ田辺委員からE/S借款の表現ぶり、あと、黒木委員、村

山委員より環境アセスメント報告書の公開のタイミングあるいはコンテンツのレベルですね。あと、
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村山委員から別紙2の環境影響評価の条件と先ほどありましたEIAの公開のレベル、このあたりにつ

いては大きくご指摘をいただいておりますので、そこを中心にJICAの側からレスポンスをいただい

て、改定案の文面について意見交換をさせていただきたいと思いますので、審査部の側からですか、

お願いしてよろしいでしょうか。 
○加藤 JICA審査部、加藤です。 
 お手元にお送りをさせていただきました資料②に沿ってご説明をさせていただきたいと思います。 
 まず、改定文案について文字の修正等もありますので、修正点をご説明させていただきつつ、今

座長からご指摘いただきました大きく残る内容について、その後の方針案も含めてご説明をさせて

いただきたいと思います。 
 まず、3ページ目をご覧いただければと思います。定義を明確化した部分がございます。定義に

「相手国等」というところがございますが、この後も1.6でも「相手国等に求める要件」という規

定がありますので、この「相手国等」という定義が重要です。これを明確に「プロジェクトに関係

する相手国政府、借入人又はプロジェクト実施主体者」ということで明記をしました。この借入人

は相手国政府の場合もありますし、民間企業である場合もございます。 
 引き続いて5ページになります。定義が続いておりますけれども、19の項目で「合意文書」につ

いて定義を明確化するとともに、技術協力、開発調査型技術協力におけるRecord of Discussionに
ついて明記をしました。これは前回、ECFAの高梨様からご指摘を受けたポイントを反映したもの

でございます。 
 引き続きまして、6ページでございます。1.6のところ、相手国等に求める要件、今後のほかの部

分でも相手国政府という記載や相手国等という表現に少々揺らぎがあるという問題意識から、きち

んと「相手国等」との用語を使用すべきところは「相手国等」、それ以外のところは別の言葉で明

確化するようにしております。 
 これに関連しまして、引き続いて9ページ、2.5の「社会環境と人権への配慮」のところは「相手

国」という形で記載、また、その次の10ページ、「参照する法令と基準」については相手国政府

（地方政府を含む）が定めた環境や社会に関する法令ということで、ここは法令を定めるのは「相

手国政府」ということで統一しているということと、その下の5項のところの情報公開、これにつ

いても法律ですので、「相手国等」とするのは適切ではないため、「相手国政府」という形で記載

をしております。 
 また、14ページに参ります。ここはEIAの120日前公開に絡むところでございますが、「相手国

政府の承認担当省庁」という言葉で統一をしたところでございます。 
 続きまして、15ページ、これが残る課題の大きな二項目の一つ目となりますが、田辺委員からご

指摘をいただいた前回の記載ぶりでは（5）の2項のところに入れ込んでおりましたが、そこでは書

き分けがわかりにくく、十分に読み手に伝わらない恐れがあるということで分けて記載するよう修

正しております。 
 具体的には、第3項で、第1項、第2項の記載受けて、「前項にかかわらず」ということで、「前

項にかかわらず、エンジニアリング・サービス借款供与期間中にプロジェクト本体に先行する物理

的準備作業において影響が予見される場合には、E/S借款の供与に先立つ環境レビュー時に確認す

ることとする」ということで明記をしております。また、このE/S借款期間中に予見されない影響
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が顕在化した場合は、この当該影響について3.2.2の6と同様の対応を取るということで、ここは前

回から修正ございません。このような形で修正をし、また、後ほど方針案のほうで説明させていた

だくFAQの形で具体的に起こる内容をより細かく書きまして、不明確な部分がないように努めてお

ります。 
 引き続きまして、20ページでございます。20ページ、法令、基準、計画等に言及しておりますの

で、ここも「相手国政府（地方政府を含む）」という形で使う言語を明確化しております。 
 続きまして、22ページは前回ご説明させていただいた「世界銀行の環境社会ポリシー」という言

葉にあわせて、ここも修正をしております。 
 そして、23ページ、別紙2の記載でございます。ここの中身につきましては、相手国または承認

担当省庁、そういったところの用語の整理、また、二つ目の項目では環境アセスメント報告書は公

用語または広く使用される言語で書かれている、また、説明に際しては地域の人々が理解できる様

式による書面が作成されるということで、この「様式」という表現に言語も含まれているというこ

とで簡潔に書いているというところでございます。 
 以上が改定文案において細かい点の修正をした部分でございます。引き続いてJICA方針案のほう

に参りまして、ドラフトEIA、承認担当省庁提出版等の記載の部分でございます。具体的には44ペ
ージのところでございます。 
 前回、黒木委員からご指摘をいただいて承認担当省庁提出版もしくはJICAの協力準備調査なしに

相手国政府で作成、承認がされているEIAの場合に、ガイドラインに照らして不十分な部分がある

ケースもあり、その場合にJICAの初期レビューのようなレビューを併せて付してから120日公開と

すべきではないかというご指摘をいただいております。 
 JICAとしては、早期の情報公開にやはり重要点、プライオリティを置いたほうが良いと考えてお

りまして、現地ステークホルダー、また、その他の関心のある方々に対して早期にアセスメント報

告書を公開し、そして、内容もしくはリスクの所在を理解いただいて、コメント、アクション等を

取っていただくことを想定しております。また、特にここで青マーカーで記載を追記しております

けれども、現地ステークホルダーにとっては、このEIA報告書ができる前段階で既にステークホル

ダー協議が行われているという想定でございますので、その中で懸念もしくは意見を表明した点が

反映されているかということを早期に確認して、そして、問題があれば現地政府もしくはJICAに対

して必要な働きかけを行える期間を十分に持つという観点で、引き続き承認担当省庁提出版の早期

公開ということを行いたいと考えております。 
 そこにJICAのレビューを付すということになりますと、JICAのレビューはそれなりの内容の精

査を経たものでございますので、それを待っての公開となれば公開自体は大幅に遅れてしまうとい

うところでございます。JICAのレビュー結果は、いずれにしましても、案件の合意文書締結後に遅

滞なく日英で公開がされます。また、カテゴリAについては助言委員会の助言プロセスがございま

すけれども、その内容は助言が出された時点でJICAホームページを通じて公開されます。そういっ

た内容でJICAのレビューの内容も発信されていきますので、そのような情報公開が別途なされてい

くというところでご理解をいただければと考えております。 
 また、一点、次の46ページで黒木委員からご指摘いただいたところで、JICAが協力準備調査で

EIA報告書の作成を支援している場合についてどのように取り扱うかというところで、JICAの熟慮
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をというご指摘がありました。そのご指摘に対する対応を今回FAQに記載するようにしております。 
 具体的には、46ページの一つ目の黒ポツでございますけれども、協力準備調査を実施する場合に、

JICAは助言委員会の助言が反映されたアセスメント報告書を公開するのかという問いに対して、カ

テゴリAおよびBのうち必要な案件については協力準備調査において助言を受けることになってお

りますと。そして、「カテゴリA案件の場合、合意文書締結の120日以前に公開するアセスメント

報告書は、協力準備調査における助言を反映したものとします」ということで、JICAの対応として

は、助言委員会の助言を必ず協力準備調査のドラフトファイナルレポートにも反映し、その一部と

してEIA報告書のドラフトファイナルが作成されるわけですけれども、そこに助言を反映させてい

くとしています。それが相手国政府の手に渡って、実施機関が承認担当省庁にそれを提出するとい

う形で、JICAおよび助言委員会の助言も反映した内容でEIA報告書が提出されることを、JICAが協

力準備調査でEIA報告書の支援するものは確保するということをFAQで明記しております。 
 続きまして、村山委員から別紙2についてコメントをいただいております。承認担当省庁提出版

という場合には、必ずしも別紙2に記載されている内容が遵守できない可能性があるというご指摘

でございます。これについてFAQでもその取り扱いについて明記することで明確化したいと考えて

おります。それが二つ目のポツの記載でございます。 
 問いとしては、カテゴリAに必要なアセスメント報告書について別紙に示される承認担当省庁に

提出されたものが承認待ちの場合にどのように適用されるのかということで、また、協力準備調査

が実施されずに相手国が作成したアセス報告書の場合にも別紙2の内容が適用されるのかというと

ころでございます。 
 回答としては、我々のポジションとしては最終的にどのアセスメント報告書も別紙2の内容が満

たされるようにするということを原則とするという考え方でございまして、回答のとおり「承認担

当省庁に提出されたものについても別紙2に示される内容が満たされることを原則とします」と整

理しています。ただ、一部内容について提出時点で満たされていない場合にも、これは環境担当省

庁の承認時およびその後に適切に満たされる見込みである場合も含まれているということで、具体

的には別紙2の項目の中に環境アセスメント手続制度に基づく手続の終了というものが入っていた

り、また、地域住民のステークホルダーに対していつでも閲覧可能、コピー取得が認められるとい

う項目がありますが、ここは完成したときに初めて充足が可能になるものですけれども、そういっ

た未来形の部分も満たされていくよう対応していくと。従って、提出された時点では満たされてい

ないけれども、最終的に満たされるということを想定しております。 
 ただ、それであっても、その下に記載しているとおり、別紙2の内容と大きな乖離がある場合と

いうことが出てくる可能性があります。その場合には、JICAとしてはガイドラインの2.8.1のとお

り、環境レビューを通じて適切な環境社会配慮が為されるよう相手国に働きかけていくということ

で、いずれにしろ、適切な環境社会配慮が為される体制を確保していくというところでございます。 
 最後、51ページでございますけれども、田辺委員のご指摘に基づいたエンジニアリング・サービ

ス借款のFAQの記載をご提案させていただきます。具体的には、E/S借款を実施している途中で物

理的準備作業が行われて、それに伴う環境社会影響が起こる可能性がある場合の対応という問いと

なります。回答として、基本的な考え方としては、通常E/S借款は調査・設計段階で必要とされる

詳細設計や入札書類作成というものに対して融資するものですので、業務は机上で行われるものが



 - 22 - 

主となります。従って、本来であれば業務内容からは環境社会影響が発生することは想定をされて

おりません。 
 しかしながら、本体工事に当たらない、例えば地熱発電の事業では調査の過程で試掘があったり、

また、試掘のためにアクセス道路を造る、そういった物理的準備作業が起こり得るということで、

そういったときに環境社会影響が生じる場合があります。その場合に、今回追加をした規定に基づ

いて、該当する物理的準備作業に伴う影響についてE/S借款の供与に先立つレビュー時に環境社会

配慮上の要件を満たすということを確認して、また、モニタリングも行っていくということをFAQ
でも説明するということを想定しています。 
 以上、今回追加で宿題をいただいた点を含め、ご説明でございました。 
○原嶋座長 ちょっと実は会議室のほうがもう1時間を経過しておりますので、ここで少し換気を

させていただきたいと思います。16時5分再開ということで、その後、今ご説明ありました、前回、

田辺委員、村山委員、黒木委員からのご指摘のところが大変重要な点で残っておりましたので、再

開後はお三方にぜひご発言をいただきたいと思います。あわせて、全体にわたりまして今までご発

言のない織田委員、近藤委員、柴谷委員、杉田委員、杉本委員、日比委員、三宅委員、持田委員、

もしご発言の希望がありましたら、再開後にコンパクトにご発言をお願いするようにご準備をお願

いしたいと思います。 
 資料によりますと16時半を終了にということですが、ちょっと延びるかもしれませんので、ちょ

っとご容赦いただいて10分ないし20分ぐらい幅を読んでいただいて、再開後、順次ご発言を頂戴し

ますので、ここでお休みを取らせていただきます。16時5分再開でお願いします。 
16:00 休憩 
16:05 再開 

○原嶋座長 それでは、休憩前に事務局からガイドラインの改定文案と方針のアップデートしたも

のについてお話しいただきましたので、まず田辺委員、ちょっと順番がどういう順番かあれですけ

れども、黒木委員、村山委員、ご発言を頂戴できればと思いますけれども、田辺委員、聞こえます

か。 
○田辺委員 聞こえます。 
○原嶋座長 お願いします。 
○田辺委員 このエンジニアリング・サービス借款の項目3の追加で、基本的に文章としては問題

ないんですが、1点だけ確認をさせていただきたいんですけれども、この3項の後半部分のエンジニ

アリング・サービス借款期間中に予見されない環境社会配慮が顕在化した場合には、当該影響に関

して事項3.2.2の6と同等の対応を行うということで、その後、3.2.2の6に行くとプロジェクトに重

大な変更が生じた場合、改めてカテゴリ分類を行い、3.2.1に従って環境レビューを行うということ

で、3.2.1でずっといくと、今度はまたエンジニアリング・サービス借款のところに来ると思うんで

すけれども、そのときにどういう読み方をすればいいのかということと、それからさらに、既にモ

ニタリング期間中だと思われるので、そのモニタリングの項目というのは通常どおり3.2.2というの

が基本的に全部適用されるという理解でいいのかどうかというのが確認事項です。 
 それから、もう1点追加でコメントさせていただきたい点としては、これも前回ちょっと若干意

味が伝わらなかったかもしれませんが、世界銀行の環境社会ポリシーという文言を使われているん
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ですが、これを英語にするとEnvironmental Social Policyというふうになって、世銀のほうでのESP
というものと同じ用語になってしまうんですね。ところが、このESPというのはESSと並列して存

在しているドキュメントでして、その上位概念としてはESFになるので、仮に日本語でここで記載

するとすれば、環境社会フレームワークというふうに書いたほうがよろしいのではないかというふ

うに思います。 
 以上です。 
○原嶋座長 ありがとうございます。後ほどレスポンスをしますので、ちょっとお待ちください。 
 黒木委員、聞こえますか。 
○黒木委員 聞こえます。 
○原嶋座長 ちょっといくつか、特にEIAの公開についてはコンサルタントの立場でEIAのクオリテ

ィを重視されるということ、大変重要な点だと思います。けれども、この件については3つの要請

がありまして、一つは業務そのものの迅速性とか他のドナーとの競合などがあるでしょうし、2点
目は先ほどありましたけれども、早期に情報を公開するということの重要性、あと、3点目はしば

しば黒木委員あるいは高梨様からもご指摘ありましたけれども、EIAのクオリティ、この3つの要請

の折り合いをつけるということで今一つの落としどころとして提案させていただいております。ご

発言をお願いします。 
○黒木委員 私の44ページの前回意見84について、右側のほうの方針で準備調査実施時というのは

助言委員会を対応したドラフトを出して、それを公開するということをまずFAQに記載していただ

いて、大変ありがとうございました。これでJICA側のレビューのチェックの結果、調査団側が努力

した結果、助言委員会からのコメントというものが適時に集約されて、それで公開されるので、後

の環境レビューの結果というのも齟齬なく対応できて、工事時以降にもコンサルタント、コントラ

クターにもこれが環境アセスメント1本で伝えることができて、ありがとうございます。 
 一方で、議論が並行しているところで相手国側が作成・承認したEIAのケースというのはJICA側

によるレビュー結果を示すことなく公開してしまうということについては、冒頭で申した準備調査

結果がドラフトEIAとして適時に質も確保して公開されるというところと比べると、扱いのギャッ

プが少し際立つように見えてきてしまいます。 
 それで、前回、数日程度あれば別紙2のチェックもできるんじゃないかなと思いまして、別紙2の
チェックだけでも初期レビューとして示したほうが良いのではないかというところで具申したとこ

ろなんですけれども、この点は残念ながら平行線をたどっているところなので、私もこれ以上の論

理的な意見はないので、この辺はほかの原嶋先生ほか村山先生というところがどういうふうにお考

えなのかなというところもお聴きしたい点です。 
 もう1点、話題として46ページの別紙2の話なんですけれども、これについてはカテゴリAの環境

アセスメントに対して適用されるというところです。環境アセスメントの定義だと、EIAとIEEの場

合もあって、カテゴリAのケースはRAPのほうでカテゴリAになるケースもあって、カテゴリAの
200人以上の住民移転のRAPとIEEというセットもあるので、別紙2の中で例えば可能な範囲で定量

的に予測評価するという言葉をそのままいくと、可能な範囲というと大概全て可能な範囲になって

しまうので、この辺は少しトーンをつける必要があるのかなという話が1点あります。あと、この

別紙2の1番最後に世界銀行Operational Policy4.01に基づき作成というところがあるんですけれども、
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現在これはESFに置き換えてしまうということが考えられるんですけれども、そうなると、

Stakeholder Engagement PlanとかEnvironmental and Social Commitment Planというところもその

まま参照になってしまう恐れがあります。あくまでも参照ということをどこかに書いておかないと、

それをそのまま受けるとこれが入っていないんじゃないですかという指摘があると思われますので、

その点、別紙2についてご検討をお願いしたいところです。 
 以上です。 
○原嶋座長 ありがとうございます。 
 村山委員、聞こえますか。村山委員、お願いします。 
○村山委員 今、黒木委員からいただいたコメントにはすぐに対応できないのですが、前回申し上

げた点で関連するところとしては、ガイドライン本体では、今日は意見はございません。 
 通し番号47ページで示していただいているFAQの部分で、今も黒木委員からお話があった点です

が、まず、2行目から3行目の辺りでドラフト版の場合に承認時およびその後に適切に満たされる見

込みである項目と、こういうような表現で書けば全体が収まるということは理解できます。ただし、

承認時であればまだよいのですが、その後に適切に満たされる見込みというところまで含めてしま

うと、かなり自由度が広がって、どこまで見込みなのかというのは気になるところです。その点も

既にご検討されているとは思うのですが、もう少しここは何か条件があったほうがいいのかなと思

います。例えば相手国政府等により確認できているとか、誰がどのように見込みを確認しているの

かと、この点についてもう少し追記はあったほうがいいかなという気がしました。 
 それから、もう一つは協力準備調査が実施されずにEIAがつくられている場合ですね。これが私

自身は1番大きな問題だと思っているのですけれども、FAQの中では別紙2の内容と大きな乖離があ

る場合にはという表現をご提示いただいています。この表現でもわかるのですが、気になるのは

「大きな」という語が入っていて、大きくなければいいのかなというふうに思ってしまって、難し

いかもしれませんが、この「大きな」というのを外していただくことは可能かどうか。恐らくFAQ
は今後英語版も出ていくことになるかと思いますが、その場合に表現がうまく伝わるようにという

のを考えると、この表現を入れておくと多少の乖離はあってもいいのかというような感じもしてし

まうので、その点についてはご検討いただきたいと思いました。 
 以上です。 
○原嶋座長 ありがとうございました。 
 それでは、ほか、これまでご発言をなさっていない委員も含めまして、ご発言ございましたら頂

戴いたしますので、サインを送ってください。 
 それでは、日比委員、聞こえますか。 
○日比委員 聞こえます。聞こえますでしょうか。 
○原嶋座長 では、コンパクトにお願いします。 
○日比委員 今日の主なテーマになっているところではないんですけれども、いくつかというか、

2点か3点、主に生態系に関する部分でこれまであまり議論されていない点でちょっと質問をさせて

いただければと思います。 
 一つ目は、これまで生物多様性オフセットについてのやり取りが若干あったかと思います。方針

案のほうでは、生物多様性オフセットはミティゲーション・ヒエラルキーの最終手段であるとの認
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識の下、実施する場合には現地に精通する専門家等の助言を得て取り組むというような方針を出し

ていただいているんですけれども、このオフセットについてはガイドライン本文あるいはFAQかも

しれないですけれども、何らかの新たな記述がされるのかどうかという点が一つです。 
 それから、次の点なんですけれども、いわゆる事業は保護区の外で実施されなければいけないと

いう条項についてずっと議論があって、最終的にそれについては変更を今回しないというJICAさん

の方針を示していただいたわけなんですけれども、一方で、これは前回、それから、前々回も申し

上げてはいたんですけれども、生物多様性の状況自体というのは非常に悪化の傾向が続いていると。

その中で、このガイドラインにおける生物多様性の配慮上のセーフガード、論理的なセーフガード

としては現状維持では評価されないわけですね。なので、保護区条項を維持するということで、緩

和の方向性は回避していただいたわけなんですけれども、生物多様性の状況が悪化している状況の

中で現状維持というので本当にいいのかと。それについては、これまでの私の理解だと、特に重要

な自然生息地の条項もあって、現行どおり慎重かつ丁寧な対応を行いますというお答えだったかと

思います。 
 ただ、ちょっと言葉尻的に言えば非常に精神論的なところがあって、もう少しメカニカルにとい

うかシステマチックに従来よりもセーフガードとしての水準が上がるような条項の修正、本体なの

かFAQでぜひ考えていただきたいというところが次の点です。 
 それに関連してなんですけれども、特にこれは保護区とも関係してくるんですけれども、生物多

様性条約のほうでいわゆるポスト愛知目標の検討が進んでいて、実際にはまだ合意していないから

わからないんですけれども、今後その保護区、陸域・海域とも3割を保護下にするというような目

標が議論されていて、入ってくる可能性があると。もちろんこれは全世界ということなので、どこ

まで事業と関わっているかというのはそのときにならないと具体的にはわからないとは思うんです

けれども、保護区に関する事業の実施をする、しないという判断を求められる機会が母数としては

増える可能性があるわけですね。原則としてはしないとしている一方で、例外的にしてもいいとい

うのがFAQの中で入っていて、これまでもほかの委員、織田委員からもそのあたりの指摘があって、

やはりそこの保護。 
○原嶋座長 日比委員、ちょっと音声が今途切れておりまして、日比委員、聞こえますか。 
 ちょっと日比委員、今ちょっと音声が途切れましたので、保護区の例外があって、それの例外が

あると。そこからちょっと戻ってもう1度お願いしていいですか。 
○日比委員 わかりました。 
 その保護区の例外が5つFAQの中で示していただいているんですけれども、ただ、この5つを実際

見ると、実は2、3あたりは相手国の法律を満たしているということになっていて、当たり前と言え

ば当たり前で、それから、4番というのも結局地域の管理責任者であったり地域コミュニティ、ス

テークホルダーとの合意が得られているというところで、これも全ての合意が得られるかどうかは

別にして、合意が得られるような努力というのは当然保護区以外の通常のプロセスとしてもあると

ころなので、保護区外でやるうえで特に留意すべき点というのが1番と5番になるのかなと思うんで

すけれども、1番の場合の実施可能な代替案がほかに存在しないというところは、存在しないとい

うのは重要なポイントだとは思うんですけれども、じゃあ代替可能な案が無いからという理由で事

業を実施するのと、守るべき保護区とどっちを取るのかという場合の判断根拠をもう少し具体的に
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示していくべきなんじゃないかというのがこの保護区に関しては考えております。 
 それから、これは最後の点ですけれども、重要な生息地については著しい転換、劣化を伴わない

ようにということなんですけれども、ここで重要な生息地事態の定義というのは、JICAさんのガイ

ドラインの場合はいわゆる準絶滅危惧種、NTまでも含めていて、世銀なんかよりは、ここは一段

幅広く取っていて、その点では非常に評価されるかと思うんですけれども、一方、私もこれまで明

確に気づいていなかったんですけれども、著しい転換を伴わないというのはどういうことなのかと

いうところの中では、NTの個体数について何ら言及がないんですね。 
 つまりいわゆる絶滅危惧種のうち、CR、ENの個体数の純減をもたらさないというのは項目とし

て入っているんですけれども、NTは対象に入っていません。重要な生息地の条件であるNTについ

ても著しい転換を伴ってはいけないはずなのですが、じゃあNTの著しい転換というのはどう回避

するのかに言及する対象にNTが入っていないので、言ってしまえばNTの数がどんどん減ったとし

ても、それは重要な生息地ではあるんだけれども、著しい転換ではないという立てつけになってい

るといえます。これはFAQでの記述ではありますけれども、NTを含めた絶滅危惧種の著しい転換

については再度検討して、全体の生物多様性の状況というものに対して、よりセーフガードが強ま

るような方向で修正、改定すべきではないかと考えます。 
 以上です。よろしくお願いします。 
○原嶋座長 どうもありがとうございました。 
 それでは、今いただいた点ですね、ガイドラインのテキストに関わる部分とFAQで想定している、

あるいはFAQで考慮すべき点と若干分かれておりますけれども、両方含めて順次、まずは審査部の

ほうからレスポンスをお願いしてよろしいでしょうか。 
○加藤 ありがとうございます。 
 田辺委員からまずご指摘をいただいたところでございます。エンジニアリング・サービス借款の

ところで予見されない影響が起きた場合に「重大な変更」と同じ扱いとなって、その後の手続に乗

るとなった場合に、E/S借款になるとまた同じ項目に戻ってくるけれども、どのように取り扱うか

というところにつきましては、予見されない影響が発生すると想定される時点では、その時点で環

境社会影響が顕在化もしくは予見される状況になってくるので、同じ条項の今回新しく追加した項

目のところに該当し、「予見された影響」として当該影響についてその時点での環境レビューを行

うということになります。 
 この条項では、E/S借款の供与に先立つ環境レビューという求めが「重大な変更」の場合には

「重大な変更」の後という時点になりますけれども、その時点でこの規定の趣旨を踏まえた対応が

できるということで、無限のループには入らない内容にしております。 
 また、モニタリングの項目はどうなるかというところは、通常と同じようにモニタリングが課さ

れることとなります。ただ、当該影響の範囲に限定して適用にされていくということでございます。 
 二つ目のポイント、environmental and social policyと英語に直すと、世銀のESFの中を構成する

ビジョン、ポリシー、ESSのうち、そのポリシーに該当してくるというご指摘でございます。 
 そこは整理は難しいところですけれども、英語では私どもここを大文字の固有名詞ではなくて小

文字で一般的な記載の形でenvironmental and social policyと記載する想定にしています。世銀のほ

うではEnvironmental and Social Policy for Investment Project Financingといった用語を用いていて、
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正式な名称はもっと長いと思いますけれども、JICAとしては小文字で記載し、かつFAQについては、

この前、方針案のところでご説明をさせていただきましたけれども、これは世銀のIBRD、IDAの

Environmental and Social FrameworkのみならずIFCのPerformance Standardsについても網羅し、

適切なほうを活用するということで諮問委員会でも了解をいただいているところです。この点は方

針案の49ページ、50ページ辺りに記載しておりますけれども、そこに記載のとおりIFCのほうもカ

バーする意味でenvironmental and social policyを小文字で書くというところでございます。 
 黒木委員からいただきました点につきまして、協力準備調査のところはご理解いただいて、あり

がとうございました。別紙2のところの環境アセスメントについてでございます。ここは前回も議

論になったところでございますけれども、仮に住民移転のほうが理由でカテゴリAになった場合は、

環境影響のほうはそれほどカテゴリAの環境アセスメント報告書としてのレベル感を求められない

というところでございますので、そこはプロジェクトの影響の範囲と程度を鑑みながら別紙2を柔

軟に適用していくというところでございます。別紙2の冒頭のところで「原則として」と書いてお

りますので、そこを柔軟に対応していくものと考えております。 
 また、ESFのポリシーに関連して修正をしたところとして、別紙2については具体的に一番最後

の文章で、もともと「Operational Policy 4.01に基づき作成」としていたところを今回、25ページ

ですけれども、「ESS1を参考に作成」と書いております。まさにご指摘いただいたように参照と

いう言葉と同様の意図で「参考」にという記載にしておりまして、全て非常に細かくESCPやSEP
も含めたものを採用するのではなくて、その中で必要な骨組みとして、JICAとして重要な部分を切

り出したという意図をもって記載しております。 
 村山委員からいただきました点、別紙2の関連するFAQで最後に「大きな乖離がある場合には環

境レビューを通じて適切な環境社会配慮が為されるよう、相手国等に働きかけます」というところ

の「大きな」という記載を外してはどうかというご指摘をいただいております。 
 この「大きな乖離」という言葉は、これまで10年間使っているガイドラインの運用でも「世界銀

行のセーフガード・ポリシーと大きな乖離がないように確認をする」というところで使っておりま

す。乖離が小さければいいかということではなく、JICAのこれまでの運用もご覧いただければ、

「大きな乖離がないように確認をする」という規定に従って我々JICAも運用にあたって真面目に対

応しております。従って、「大きな」との記載がひとたびなくなると、一字一句というか、求めら

れたものを全て達成できているかどうかという点について対外的にも説明責任が求められてくると

いうところでございますので、そこはご理解をいただいて、これまでの10年間の運用を見ていただ

き、「大きな乖離がない」というところは、質の面で問題があるところはJICAとしてきちっとカバ

ーをしていくということでご理解をいただければと思っております。 
 日比委員からいただきましたご質問のところです。オフセットの取り扱いでございます。ガイド

ラインの中でオフセットが新たに記述がされるかというところは、今既に「代償」という言葉が入

っておりますので、JICAとしてはオフセットについてここで既に網羅をされているということで、

新たな記述は想定をしておりません。ただ、方針案のとおり、この代償まで取り組む場合には、こ

の方針案に書いたような方針に沿って対応する所存であります。ただ、日比委員からもご指摘のあ

ったように、この代償のオフセットのオプションを取るのは本当に最後の最後の手段ということで、

あまり積極的にこれに取り組む対応というよりは、本当のラストリゾートということで、どうして
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もやらなければならない影響が残る場合にきちっと適切に対応できる体制を整えていくという意図

でございます。 
 続いて、保護区の外の記載に関連して全体の生物多様性の枠組みの強化というところのご指摘を

いただいております。全体として緩和する方向性はないというところはご理解をいただいています

が、我々としては今回の改定でもう一歩さらに踏み込んでいるという理解をしております。ミティ

ゲーション・ヒエラルキーで明確に回避から軽減、緩和、そして、代償のところを明確に基本方針

のところで記載しているように、検討の順番としても、もう一度明記をしているということ、また、

オフセットについては、最終の手段として体制整備を整えるということ、また、生態系サービスを

新たに配慮項目に加えることで、よりそういった側面も含めた自然生態系の配慮が進められるとい

うことでございます。 
 また、保護区、重要な自然生息地の関係では、今回の改定では生息地区分について世銀が行った

三区分は導入をしませんけれども、三区分に基づく対応状況がどうなっていくかということの推移

を見守りつつ、引き続き検討を進めていくことにしておりますので、その点では我々も勉強をし続

け、生態系保護の強化を勉強しながら進めていくということになります。 
 引き続いて、ポスト愛知目標にも絡んで母数として保護区に該当するところは増えていくだろう

と、それを踏まえて保護区の例外条項のところについてどう取り扱っていくのかというご意見があ

りました。日比委員とのこれまでの意見交換においても、この生態系、生物多様性保護について現

場に即した妥当なアプローチを考えるにあたりどのような対応が必要かという議論では、例外条項

の4番の地域の管理責任者および現地のステークホルダーの知恵を活用するということは非常に重

要だということをご指摘いただいております。従って、ここの4番のステークホルダーとの合意と

いうところは、生物多様性保護の観点でも非常に重要な条件だと考えています。 
 また、相手国の法律についても当たり前というご指摘もありましたけれども、ここは現在我々も

非常に慎重に運用をしておりまして、相手国の法律上、どのような取り扱いが為されているのかと

いうことを、慎重に、この例外条項で条件として掲げているものに基づいて対応しているというこ

とで、当たり前というよりは、これがあることでJICAの自然生態系配慮も高まっているというとこ

ろと思います。 
 例外条項の1番に関連して代替案が存在しないという点の判断根拠というところですけれども、

代替案が存在しないという条件は非常に強い条件でございますので、これを細かくしていくという

よりは、この条件を大枠で定めておいて、それに照らした観点でプロジェクトができるのかできな

いのかというところを考えていくことで十分対応可能ではないかと考えています。 
 また、この例外条項の5条件は、IFCで定めているものと同じでございますので、国際水準の内容

であるということは、いま一度申し上げたいと思います。 
 最後に、重要な自然生息地についてNT種まで含めているところで、全体的な個体数の減少のと

ころのご指摘もいただきました。ここの条件づけのところは、基本的にはIFCと同様の国際水準と

しつつ、さらに、それに加えてNT種等まで範囲を広げてJICAとしては対応しているところでござ

います。 
 NT種について個体数の純減のところでカバーされていないではないかという点をご指摘として

いただいておりますけれども、その前後の条項で記載されているとおり、自然生息地に存在するよ
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うな生物多様性の価値並びに重要な機能に重大な負の影響をもたらさないこと、および効果的で長

期的な緩和策、モニタリングが実施されることという別の条項についてはこのNT種も含めてカバ

ーされますので、ここで重要な自然生息地の配慮という意味では十分な対応ができるものと考えて

おり、NT種等まで含めた対応として、広めなアプローチができていると考えております。 
 私からは以上です。 
○原嶋座長 ありがとうございました。 
 先ほど黒木委員から私宛てに1点ご質問がありました。若干重複しますけれども、私の意見とし

ては、先ほど申し上げましたとおり3つの要請ですね。EIAの質の確保、そして、業務全体の迅速性

とか他のドナーとのある種の競合ですね。あと、3つ目はやはり被影響住民に対する情報公開を早

期にするということが異議申立を含めた紛争の未然防止にはとても重要。こういった3つの要請の

折り合いをつけるという意味で、当初はドラフト段階での公表ということでしたけれども、もう少

しクオリティの確保から省庁提出版にずらす。 
 一方で、黒木委員からご提案がありましたけれども、簡易な環境レビューを義務づけるか義務づ

けないか、ここは一つポイントかと思います。けれども、業務の流れからそれをオブリゲーション

として明示するかしないか、ここはなかなか仕事量との関係もありまして、なかなか強く申し上げ

にくいところでありまして。全体としては3つの要請の接点、最適な接点という意味では現状の案

をご理解いただけないかというふうに考えております。 
 以上です。 
 それでは、今までご説明のありました件に対するまたさらに対応も含めてご発言ありましたら、

サインを送ってください。 
 内容的にはガイドラインの改定案と、さらに、今後FAQという今まとめているものをフォーマル

なものに改めていくという作業が続いてくると思いますけれども、そこでの議論と二つ分かれてお

りますけれども、両方含めましてご意見を頂戴いたしますので、もしご意見ありましたらお願いし

ます。 
 織田委員、どうぞ。 
○織田委員 今頃になって確認なんですが、26ページ、全体としても26ですね。別紙5、現地ステ

ークホルダーとの協議、その基本事項の4番に現地ステークホルダーとの協議とフィードバック

（報告を含む）とありますね。このフィードバックというのはステークホルダーに対し、そこで出

た意見を返すということかと思うんですが、どういう話だったのか恐縮ですが、もう1度ご説明い

ただけませんでしょうか。 
 以上です。よろしくお願いします。 
○原嶋座長 ありがとうございます。 
 加藤さん、お願いしていいですか。 
○加藤 ご指摘ありがとうございます。 
 今回大きく広げたところは、プロジェクトの前段階のみならず実施段階でも継続的に現地ステー

クホルダーとの情報提供を実施することとしておりますので、その中でこれまで出された意見、懸

念についてのフィードバックも併せて為されることが想定をされております。 
 以上です。 
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○織田委員 ありがとうございました。これについては、その後の意味ある協議の説明には細かく

どういうふうにするということは書かれていないように思いますが、見落としていたら申しわけあ

りません。ここに書かれているということは、フィードバックが行われるということが確定してい

るというか、確保されていると考えてよろしいでしょうか。 
○加藤 ありがとうございます。フィードバックという言葉ではないですけれども、意味ある協議

は双方向であることや、まさにご指摘の内容の趣旨がその後の対応に全て基本的事項として反映さ

れているとご理解いただいてよろしいかと思います。 
○織田委員 わかりました。このフィードバックという言葉もどこかに生かしておいたほうがはっ

きりするのではないかと思います。遅くなりましたが気づいたので申し上げます。 
 以上で結構です。ありがとうございました。 
○原嶋座長 ありがとうございました。 
 ほかにございますでしょうか。 
 日比委員、どうぞ。 
○日比委員 ありがとうございます。先ほど私の質問に対してご回答、ありがとうございます。お

っしゃっていること自体はわかりました。ただ、なかなか平行線だなというのが正直なところでご

ざいます。 
 今後、FAQを最終的に詰めるというか最終化する段階で、もう少しこの議論が続ける場を持って

いただくという理解でよろしいのでしょうかという確認です。よろしくお願いします。 
○加藤 FAQ自体は、ここの諮問委員の会の場で大きな問題点等があればぜひご指摘いただいて、

それについてパブコメの後の議論でも続ける場がございます。他方で、FAQの中身全部を一言一句

諮問委員会の場でご確認いただくことは想定をしておりませんで、FAQの中身全体のセット自体は

JICAにお任せいただくということを想定しておりますので、ご懸念の点があればぜひ挙げていただ

いて、それに焦点を絞って議論するということと考えています。ありがとうございます。 
○日比委員 ありがとうございます。承知いたしました。 
○原嶋座長 ありがとうございました。 
 ほかにございますでしょうか。 
 一応ガイドラインの改定案ということにつきましては、若干の誤字などを含めて少し見直すとこ

ろはあるかもしれませんけれども、基本的には今お手元のものを素案としてお許しいただければ、

パブリックコメントの段階に進めさせていただきたいというふうに考えております。併せて、FAQ
に落とし込むものについては、まだパブリックコメントの後にでもまたいろいろインプットしてい

ただいてご議論いただく、ご意見をいただく機会もありますし、さらに、恐らくFAQをJICAの側で

フォーマルなものとする段階でまた意見を頂戴するような機会を何らかの形で設けられるかもしれ

ませんので、そういったことも含めて複数の機会、可能性があります。少しタイムラグは出ます。 
 ここで重要なのは、ガイドラインのテキストですね。本文のテキストの素案について今確認をし

ていただいて、次の段階に進むということをご了承いただけないかという点でございます。この点

について何かご意見ございましたら。 
 セーフガードポリシーとセーフガードフレームワークは、この中身は一致しているので、表現だ

けで。これはまたちょっと、そのあたりは先ほどの案では今のままで、指す内容そのものはみんな



 - 31 - 

一致しているわけです。誤解はないということですね。 
 鈴木委員、どうぞ。 
○鈴木委員 すみません、鈴木ですけれども、一つ教えていただきたいんですが、パブリックコメ

ントにかかるのはガイドライン本体の改定案だけなのか、それともFAQも併せて示されるのかとい

うことについて知りたいなと思ったんです。というのは、FAQの中でかなりいろいろ議論をされた

り、明らかにされたりしている部分があるんですけれども、このFAQというのは本体と併せて見る

といろいろわかってくるという部分があるとは思うんですが、先ほどのご説明だと必ずしもFAQは

パブリックコメントのときには示されないという理解なんでしょうか。ちょっとそこは混乱したの

で、教えていただけたらと思います。 
○加藤 鈴木委員のご理解のとおり、今回パブコメにかけますのはガイドライン本体ということで、

それについて疑問、指摘等ありましたらいただくという形になります。ありがとうございます。 
○原嶋座長 鈴木委員、いかがでしょうか。いずれにせよ、またパブリックコメントでいろいろい

ただくものの中で、また、ガイドラインの本文に反映すべきものと、あるいはFAQのレベルのとこ

ろで落とし込むことが適切なものとまた出てくるということで、パブリックコメントの後でまた意

見交換の場を作って、FAQも少しタイムラグ、ずれてきますけれども、成熟したものに仕上げてい

くという段取りになろうかと思います。 
○鈴木委員 ガイドライン本体の中で今回FAQについて言及するような形になっていますね。そう

すると、パブリックコメントでFAQについて一体どういう内容かという照会が出てくるということ

はないんでしょうか。ちょっとそこら辺がなかなか微妙な話かなと思って、もう1度確認をさせて

もらいたいです。 
○加藤 そのようなご意見も含めて全てパブコメで受け取って、パブコメをいただいた内容につい

ては、何らかの形でフィードバックをさせていただくことになると思いますので、そこでパブコメ

をいただいた方にもご理解いただくということと考えています。 
○原嶋座長 鈴木委員、いかがでしょうか。 
 あと、会議の資料そのものは確かウェブに載っていますよね。ですから、かなり専門的、具体的

に何か確認の要請があれば、問い合わせがあれば会議資料の在りかについてはご紹介できますので、

FAQに想定している、諮問委員会の中でFAQが相当じゃないかというふうに議論しているようなこ

とについては、情報としての在りかとしては存在しているということで、紹介できるという機会は

設けられると思います。 
 いかがでございましょうか、鈴木委員。 
○鈴木委員 パブリックコメントでどういう意見が出てくるかを見てから考えるんでしょうね。ち

ょっとやっぱりFAQを見るようにというふうなことが本体で書かれているので、FAQは一体どうい

うものかなという質問が出てくる可能性もあるかなと思ったんですが、そこはパブリックコメント

の結果を見ていろいろもっとそこまで明らかにしろというふうな意見があったら、それに対して考

えるということなのかなと思います。 
○原嶋座長 ありがとうございます。おおむねご理解のとおりだと思います。 
 ほかございますでしょうか。 
 傍聴室でご参加の傍聴者の方、もしご発言あれば今頂戴いたしますけれども、傍聴室ですか。傍
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聴者としてご参加の皆様、もしご発言がありましたら。 
○傍聴室担当 傍聴室、特にご発言ございません。 
○原嶋座長 ありがとうございます。 
 それでは、ガイドラインの改定案につきましては、今お示ししているものを基本的に素案として

パブリックコメントの手続に進めたいということで、ご了承いただきたいと存じます。 
 この後、パブリックコメントの手続について先ほどご質問がありましたので、もう1度確認をし

て、恐らくパブリックコメントでいただいたコメントを踏まえて、さらにまたお集まりいただいて

意見交換させていただいて、さらなる仕上げをしていくという段取りになろうかと思います。事務

局からパブリックコメントの先ほどのご質問も含めて、対応についてお願いします。 
○古賀 先ほど木口委員からパブリックコメントに関して2点ご質問いただきました。 
 1点目のパブリックコメントの期間について、10年前を調べますと45日間で募集しておりまして、

今回は1か月ということで考えております。これは、10年前は当時のJICAとJBICの統合があり、そ

ういった大きな組織改正に伴ってガイドラインの内容もかなり詳細な変更があったという事情がご

ざいます。 
 ただ、今回につきましては、そのような組織改正には該当しないものの、時流に沿って内容の改

善を図るというものですので、1か月という期間が適切かなと考えています。 
 また、海外での周知の方法について、そこはJICAの英語でのホームページであるとか、

Facebook等のSNSも活用した周知方法について工夫をしていきたいと考えております。また、各

国の在外事務所を通じても周知を行いたいと考えております。 
 以上です。 
○原嶋座長 ありがとうございます。今のことも含めまして、会議全体の内容にご発言ありました

ら頂戴したいと思います。よろしいでしょうか。 
 村山委員、どうぞお願いします。 
○村山委員 ありがとうございます。パブコメは英語でもされると伺ったのですが、そうすると、

英語版も作られているということでしょうか。英語の内容まで確認することは難しいと思いますが、

委員にも共有をさせていただければと思っております。 
○古賀 ありがとうございます。英語版についても既に現行のものは英語版を公開しておりますけ

れども、そちらに改定の内容を盛り込むということで準備を進めているところです。こちらのパブ

コメ募集開始前に委員の皆様に共有させていただこうと思っております。 
○原嶋座長 併せて異議申立の要綱についても先ほど資料の若干の不備もありましたし、マイナー

チェンジのところがありますので、その資料の今後の整理の仕方については。 
○古賀 異議申立手続要綱につきましても、本日の議論を反映させたものを参考に皆様に共有させ

ていただきます。 
○原嶋座長 具体的には申立期間の、ごめんなさい、不備と言っちゃいましたけれども、若干の差

し替えのところと村山委員からご指摘のあった点、あと、もし誤字脱字などあればその点を確認し

たうえで、簡単に言うと、パブリックコメントに対象となるその段階でのファイナライズされたも

のについて、パブリックコメントの前にできるだけ早期に委員の皆様に、英語の仮訳も含めて共有

させていただくということで理解してよろしいでしょうか。 
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○古賀 そのようにさせていただきます。 
○原嶋座長 ガイドラインも基本的には同じなんですよね。ガイドラインについても同じでよろし

いですか。 
○加藤 はい。 
○原嶋座長 村山委員、いかがでしょうか。すみません。 
○村山委員 承知しました。ありがとうございます。 
○原嶋座長 鈴木委員、どうぞ。鈴木委員、聞こえますか。どうぞ。 
○鈴木委員 いろいろ聞いて申しわけないんですけれども、1点だけ確認させてください。周知の

方法なんですけれども、JICAのホームページ等に載せるということだったんですが、これは積極的

に他のマルチラテラルバンクとかドナーエージェンシーにも送って、必要に応じ意見を出せるよう

な措置は取られるんでしょうか。というのは、やっぱり彼らが1番詳しい面もあると思うので、い

ろいろと良きアドバイスなんかももらえる可能性もあると思うんですけれども、そういった措置と

いうのは図られるんでしょうか。 
 以上です。 
○加藤 ほかのマルチドナーの環境社会配慮部門とは密に連絡を取り合っておりまして、お互いの

改定状況を共有しております。そういったチャネルを通じて、今回のパブコメの機会についても周

知をしたいと思っております。 
○原嶋座長 鈴木委員、いかがでしょうか。よろしいでしょうか。 
○鈴木委員 結構です。ありがとうございました。 
○原嶋座長 それでは、一応確認になりますけれども、本日ご議論いただいて、一定のご了解をい

ただきました異議申立要綱および環境社会配慮ガイドラインの改定案について、現在のものを素案

としてパブリックコメントの手続に入るということでご了解いただいたということで、よろしくお

願いします。 
 それでは、今後のスケジュールですね。予備日などありましたけれども、これなどの調整も含め

て、次の段階のご協力いただく段取りについて事務局からご説明をお願いしてよろしいでしょうか。 
○古賀 ありがとうございます。 
 本日、パブリックコメントに進むということで確認をさせていただきましたので、次回の諮問委

員会は、しばらくお休み期間をいただいて、9月28日火曜日の14時から17時を予定しております。

また、日時が近づきましたらご案内等をさせていただきます。よろしくお願いいたします。 
○原嶋座長 折田さん、聞こえますか。 
○折田 聞こえます。 
○原嶋座長 何かありますか。もし補足等、必要があればちょっと今ご発言あればよろしくお願い

します。 
○折田 いいえ、座長のほうで大変適切に今後のスケジュールも含めてご確認いただきましたので、

そのように努めていきたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 
○原嶋座長 いずれにしても、異議申立要綱の改定の修正についてはよろしくお願いします。 
○折田 かしこまりました。ありがとうございます。 
○原嶋座長 それでは、次の9月の段階ではパブリックコメントを終えて、その情報についてはあ
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る程度整理された形で提供していただくということで理解してよろしいでしょうか。 
 その段階で改めて委員の皆様のご意見を頂戴して、恐らくFAQに落とし込む内容については、ま

た少しこれから追加の議論が出てくると思いますので、日比委員などからのご指摘の点もあります

けれども、また改めてご指摘をいただければというふうに思っております。 
 それでは、最後になりますけれども、ご発言ございましたら頂戴いたします。ちょっと時間が押

してしまって大変恐縮ですけれども、ご発言ありましたらサインを送ってください。 
 それでは、大変長くなって恐縮でございます。 
 それでは、これをもちまして第10回の諮問委員会を終了させていただきます。大変どうもありが

とうございました。 
16:59 閉会 


